
１．重要な会計方針

（1）当該事業年度より、公益法人会計基準（平成20年4月11日、改正平成21年10月16日　内閣府公益認定等委員会）

を適用しております。

（2）有価証券の評価基準および評価方法

　　　満期保有目的の債券の評価は、償却原価法による。ただし、公益法人会計基準（平成20年4月11日　内閣府公益認定委員会）の注解に従い、取得価額と債券金額との差額について重要性が乏しい満期保有債券については、償却原価法を適用していない。

（3）固定資産の減価償却

　　　什器備品の減価償却は、法人税法に定める定率法による。

（4）退職給付引当金の計上基準

（5）消費税等の会計処理は税込み方式による。

２．追加情報

当財団は、平成２３年７月１日に公益財団法人へ移行し、移行前後で事業年度を区分するため、当事業年度は

平成２３年７月１日から平成２４年３月３１日までの９ヶ月間となっている。

（前事業年度は平成２３年４月１日から平成２３年６月３０日までの３ヶ月間）

３．基本財産および特定資産の増減額およびその残高

　　　基本財産および特定資産の増減額およびその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　 投資有価証券 894,315,500 0 0 894,315,500

 　定期預金 5,684,500 0 0 5,684,500

　　　　　　　小　　計 900,000,000 0 0 900,000,000

特定資産

　　公益事業基金 18,000,000 0 0 18,000,000

　　退職給付引当預金 144,000 49,000 0 193,000

　　　　　　　小　　計 18,144,000 49,000 0 18,193,000

　　　　　　　合　　計 918,144,000 49,000 0 918,193,000

４．基本財産および特定資産の財源等の内訳

　　　基本財産および特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。　

（単位：円）

科　　目 当期末残高

（うち指定正味財

産

（うち一般正味財産

からの充当額）

（うち負債に

対応する額）

基本財産

 　普通預金 0 　　　　　- 0 0

　 投資有価証券 894,315,500 　　　　　- 894,315,500 0

 　定期預金 5,684,500 　　　　　- 5,684,500 0

　　　　　　　小　　計 900,000,000 　　　　　- 900,000,000 0

特定資産

　　公益事業基金 18,000,000 　　    　- 18,000,000 0

　　退職給付引当預金 193,000 　　    　- 0 193,000

　　　　　　　小　　計 18,193,000 　　　　　- 18,000,000 193,000

　　　　　　　合　　計 918,193,000 　　　　　- 918,000,000 193,000

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高

　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高は次のとおりである。

（単位：円）

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

 什 器 備 品 3,418,301 3,418,299 2

   　　　　　　合　  計 3,418,301 3,418,299 2

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

銘　　柄 帳簿価額 時価 評価損益

公社債投資信託（野村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ設定） 80,000,000 80,055,000 55,000

西部瓦斯株式会社第７回無担保社債 99,970,000 101,830,500 1,860,500

京都市平成１７年度第４回公募公債 40,000,000 42,164,400 2,164,400

京都市平成２２年度第３回公募公債 109,956,000 110,360,800 404,800

北海道平成１８年度第１２回公募公債 59,640,000 64,189,800 4,549,800

政府保証第１６回日本政策投資銀行債券 59,910,000 64,194,540 4,284,540

東京電力株式会社第５４６回社債 100,000,000 90,770,000 △ 9,230,000

東京都公募公債第６７３回 99,910,000 104,822,800 4,912,800

東京都公募公債第６７９回 39,968,000 41,867,760 1,899,760

利付国庫債券（５年） (第９１回） 50,000,000 50,361,200 361,200

利付国庫債券（５年） (第９７回） 54,961,500 55,320,705 359,205

利付国庫債券（５年） (第９７回） 100,000,000 100,580,000 580,000

合　　計 894,315,500 906,517,505 12,202,005

　　　退職給付引当金は、職員の自己都合退職による期末要支給額を計上している。        

財務諸表に対する注記財務諸表に対する注記財務諸表に対する注記財務諸表に対する注記

６．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の評価は、償却原価法による。


